
宮 崎 県 公 報

宮崎県告示第 609号

建築基準法（昭和25年法律第 201号）第52条第８項第１号に規定

する知事が指定する区域は、第一種住居地域、第二種住居地域、準

住居地域、近隣商業地域、商業地域及び準工業地域の全域（宮崎市、

都城市、延岡市及び日向市の区域を除く。）とする。

なお、平成14年宮崎県告示第 604号は、廃止する。

平成20年８月１日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 610号

建築基準法（昭和25年法律第 201号。以下「法」という。）第52

条第１項第６号、第53条第１項第６号、別表第３欣欄５の項及び第

56条第１項第２号二の規定により、用途地域の指定のない区域内の

建築物について、容積率、建ぺい率及び建築物の各部分の高さの数

値を次のとおり定める。

なお、平成16年宮崎県告示第 273号は、廃止する。

平成20年８月１日

宮崎県知事 東国原 英 夫

平成 20年 ８ 月 １ 日（金曜日） 号外 第 45号の２

頁

告 示

○建築主事事務処理規程の一部を改正する告示…（建築住宅課）１

○建築物の屋根を不燃材料で造り、又はふかなけ

ればならない区域…………………………………（ 〃 ）１

○知事が衛生上特に支障があると認めて指定する

区域…………………………………………………（ 〃 ）１

○書類に代えて磁気ディスク等によることができ

る区域………………………………………………（建築住宅課）１

○建築基準法第52条第８項に基づく容積率の緩和

に関する適用除外区域の指定……………………（ 〃 ）１

○都市計画区域内の用途地域の指定のない区域に

おける建築形態規制値の指定……………………（ 〃 ）１

人事委員会公告

○平成20年度身体障がい者を対象とする宮崎県職

員採用選考試験の実施………………………………………………２
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告告 示示

建 築 主 事 事 務 処 理 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 告 示 を こ こ に 公 表 す る 。

平 成 二 十 年 八 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 告 示 第 六 百 五 号

建 築 主 事 事 務 処 理 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

建 築 主 事 事 務 処 理 規 程 （ 昭 和 五 十 九 年 宮 崎 県 告 示 第 三 百 二 十 四 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 宮 崎 県 建 築 主 事 の 項 中 「 及 び 延 岡 市 」 を 「 、 延 岡 市 及 び 日 向

市 」 に 改 め 、 同 表 延 岡 地 区 建 築 主 事 の 項 中 「 日 向 市 東 臼 杵 郡 （ 椎

葉 村 大 字 大 河 内 を 除 く 。 ） 」 を 「 東 臼 杵 郡 （ 椎 葉 村 大 字 大 河 内 を 除

く 。 ） 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 告 示 は 、 公 表 の 日 か ら 施 行 す る 。

宮 崎 県 告 示 第 六 百 六 号

建 築 基 準 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 一 号 ） 第 二 十 二 条 第 一 項 の

規 定 に よ り 建 築 物 の 屋 根 を 不 燃 材 料 で 造 り 、 又 は ふ か な け れ ば な ら

な い 区 域 （ 宮 崎 市 、 都 城 市 、 延 岡 市 及 び 日 向 市 に 係 る も の を 除 く 。 ）

は 、 都 市 計 画 区 域 の 準 防 火 地 域 を 除 く 用 途 地 域 内 と す る 。

な お 、 平 成 九 年 宮 崎 県 告 示 第 三 百 八 十 六 号 は 、 廃 止 す る 。

平 成 二 十 年 八 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 告 示 第 六 百 七 号

建 築 基 準 法 施 行 細 則 （ 昭 和 四 十 六 年 宮 崎 県 規 則 第 三 十 七 号 ） 第 二

十 四 条 の 二 の 規 定 に よ り 知 事 が 衛 生 上 特 に 支 障 が あ る と 認 め て 指 定

す る 区 域 は 、 県 内 全 域 （ 宮 崎 市 、 都 城 市 、 延 岡 市 及 び 日 向 市 の 区 域

を 除 く 。 ） と す る 。

な お 、 平 成 九 年 宮 崎 県 告 示 第 三 百 八 十 七 号 は 、 廃 止 す る 。

平 成 二 十 年 八 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 告 示 第 六 百 八 号

建 築 基 準 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 建 設 省 令 第 四 十 号 ） 第 十 一 条

の 三 の 規 定 に よ り 、 同 条 の 表 の 響 欄 に 掲 げ る 申 請 書 、 届 出 書 、 報 告

書 、 届 出 、 通 知 書 又 は 計 画 書 に つ い て 、 同 表 の 玖 欄 に 掲 げ る 書 類 に

代 え て 、 知 事 が 定 め る 方 法 に よ り 当 該 書 類 に 明 示 す べ き 事 項 を 記 録

し た 磁 気 デ ィ ス ク 等 で あ っ て 、 知 事 が 定 め る も の に よ る こ と が で き

る 区 域 は 、 県 内 全 域 （ 宮 崎 市 、 都 城 市 、 延 岡 市 及 び 日 向 市 の 区 域 を

除 く 。 ） と す る 。

な お 、 平 成 九 年 宮 崎 県 告 示 第 三 百 八 十 八 号 は 、 廃 止 す る 。

平 成 二 十 年 八 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫
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平成20年度身体障がい者を対象とする宮崎県職員採用選考試験を

次のとおり実施する。

平成20年８月１日

宮崎県人事委員会委員長 黒 木 奉 武

各部分の高

さ）

各部分の高

さ）

（建ぺい

率）

（容積率）

1.251.510分の７10分の20用途地域の指

定のない区域

（宮崎市、都

城市、延岡市

及び日向市の

区域を除く。）

人事委員会公人事委員会公告告
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